
高松市立みんなの病院院内保育所運営業務委託仕様書 

 

１ 業務の名称 

高松市立みんなの病院院内保育所運営業務委託 

 

２ 業務内容 

  高松市病院事業管理者が設置する院内保育所の運営業務 

 

３ 履行期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

 

４ 施設の概要 

(１) 施設名称 高松市立みんなの病院院内保育所「どんぐり」 

(２) 所 在 地 香川県高松市仏生山町甲９０６番地６ 

(３) 設備規模 構造：木造１階建て（専用建物） 

保育室：86.86㎡、屋外：640.01㎡ 

(４) 入所定員 １５人 

(５) 利用実績 基本保育の実績は以下のとおり 

開所（平成３０年９月１日）からの利用人数実績 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 

利用人数 
最大時 7人 9人 8人 9人 11人 

最小時 6人 5人 4人 4人 5人 

年度 R5 R6 R7 
R8(R8.7 

現在) 

利用人数 
最大時 15人 13人 13人 9人 

最小時 8人 11人 10人 4人 

令和８年７月１日現在の入所児童数 

0歳 1歳 2歳 3～5歳 計 

3人 2人 3人 0人 8人 

 

５ 保育内容 

(１) 対象者 高松市病院局に勤務する職員が親権を行う出生の日から起算して８週間

を経過した者であって、小学校就学前までの乳幼児（以下「入所児童」という。） 

(２) 業務を行わない日 土、日、祝日、年末年始（１２月２９日から１月３日） 

(３) 保育時間 

ア 基本保育 午前７時３０分から午後６時００分まで 



イ 延長保育 午後６時００分から午後７時００分まで 

ウ 一時保育 基本保育の実施時間内（定員に満たない場合に実施） 

(４) 給食の実施 保育所内調理室での自園調理とする。 

 

６ 運営の基本的事項 

(１) 受注者は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号、以下「法」という。）、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）（以下「児童福

祉施設基準」という。）等の関係法令を遵守し運営を行うこと。 

(２) 認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月２９日付け雇

児発第１７７号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）により策定された「認可外

保育施設指導監督の指針」及び「認可外保育施設指導監督基準」等に基づく運営を行

うこと。 

(３) 受注者は、入所児童に事故が発生しないよう、万全の対策を講じること。 

(４) 事故発生時は、速やかに発注者に報告すること。なお、事故に関して誠意をもって

対応すること。 

(５) 保育に関する賠償責任保険等に加入すること。 

(６) 受注者は、保育台帳、保育日誌、業務日誌、身体の記録簿、出欠表等を作成し、こ

れを適切に管理し、発注者が提出を求めた場合は、速やかに提出すること。 

(７) 受注者は、この契約による業務を行う上で、直接又は間接に知り得た個人情報を第

三者に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除

された後も、同様とする。 

(８) 入所児童が、安全かつ快適な入所生活が営めるよう、良好な保育サービスの提供に

努めること。 

(９) 入所児童の心身の健全な発達を促進することを目的として保育を実践すること。 

(10) 受注者は、年間行事計画作成に当たって、保護者も参加できる行事を年に３回以上、

計画し、実施すること。 

(11) 受注者は、発注者と協力し、侵入者に対する防犯対策、防火訓練及び避難訓練を定

期的に実施すること。 

(12) 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）に基づき、虐待を受け

たと思われる入所児童の早期発見及び通告に対する適切な対応を行うこと。なお、こ

の場合は、発注者と緊密な連携をとること。 

(13) 自然災害、人的災害及び事故等に対し、あらかじめ対応マニュアル等を作成するこ

と。 

(14) 火気及び施錠の処理を行い、火災、盗難等の事故を防止すること。なお、火気取扱

責任者を定めること。 

(15) 不用灯の消灯など、電気、水道等の節約に努めること。 



(16) 保護者との信頼関係を深めるとともに、より良い保育所運営を行うため、必要に応

じ保護者会等を開催し、利用者との話し合いの場を設け、意思の疎通を図ること。 

(17) 利用者への連絡は、入所児童ごとに、連絡帳をもって行うこと。 

(18) 本業務を再委託しないこと。 

７ 保育に従事する職員 

(１) 受注者は、入所児童数に応じて、児童福祉施設基準を満たす人数の保育に従事する

自社雇用の職員（以下「従事者」という。）を配置すること。なお、欠員が生じるこ

とがないよう代替要員の確保等必要な措置を講じること。 

(２) 受注者は、保育責任者として以下の職員を配置すること。なお、発注者との連絡調

整係を兼ねること。 

ア 自社雇用の常勤職員であること。 

イ 法第７条に規定する児童福祉施設で、同法第１８条の１８第１項の登録を受けた

保育士として３年以上の経験を有する者であること。 

(３) 氏名、住所、年齢、経験年数、担当業務等を記した従事者名簿に写真と業務を従事

するために必要な資格を証明する書類を添付して発注者に提出すること。また、人員

に異動があった場合も同様とする。 

(４) 受注者は、保育知識、安全対策のための研修等を実施し、従事者は、これを受講し

運営に必要な知識の習得に努めること。 

 

８ 給食等の提供 

(１) 保育所における食事の提供ガイドライン（平成２４年３月厚生労働省）に基づく適

切な対応を行うこと。 

(２) 給食、乳児用ミルク、おやつ等は受注者が材料を調達し、提供すること。なお、材

料の選定に当たっては、国産品、特に県産品の積極的な使用に努めること。 

(３) 給食については保育所内で調理するものとし、入所児童の年齢及び発達の段階並

びに健康状態（アレルギー疾患等を含む。）に応じた食事の提供を行うものとする。 

(４) 調理には、調理士法（昭和３３年法律第１４７号）に基づく調理師又は栄養士法（昭

和２２年法律第２４５号）に基づく栄養士の資格を有する者を配置し担当すること。 

(５) 給食は、毎食配膳前に検食を行い検食簿を作成すること。なお、検食に係る費用は、

受注者において行うこと。 

(６) 受注者は、毎食ごとに保存食等を確保しておくこと。なお、保存食等に係る費用は、

受注者において行うこと。 

(７) 衛生面に留意し、設備・食器等の洗浄、消毒等に十分注意すること。 

(８) 調理は、あらかじめ作成した献立に従って行うこと。なお、献立表等を利用者に配

布すること。 

(９) 大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年３月２４日衛食第８５号別添、最終改



正：平成２９年６月１６日生食発０６１６第１号厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛

生・食品安全部長通知）を準用し、衛生管理に努めるととともに、事故防止等安全管

理を徹底すること。 

(10) 高松市保健所及び高松市保健センターが実施する研修等への積極的な参加に努め

ること。 

 

９ 入所児童等の健康管理 

(１) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に基づく入所児童に対する年２回の定

期健康診断を計画し、発注者と協力し実施すること。 

(２) 受注者は、身長や体重の測定など基本的な発育チェックを毎月定期的に実施し、そ

の結果を書面で利用者に通知すること。 

(３) 受注者は、従事者の健康診断（採用時及び年１回の定期健康診断）を実施すること。

なお、調理及び調乳に携わる職員の検便は、月１回以上（６月から９月の間は月２回）

実施すること。 

(４) 保育所における感染症対策ガイドライン（平成２４年１１月厚生労働省）及び保育

所におけるアレルギー対応ガイドライン（平成２３年３月厚生労働省）に基づく適切

な対応を行うこと。 

 

１０ その他必要な管理業務等 

(１) 保育日誌を作成し、適切な管理運営に努めるとともに、発注者から提出を求められ

た場合は、速やかに提出すること。 

(２) 月間事業報告書を作成し、発注者へ月毎に運営状況を報告すること。なお、業務報

告の手順、方法等については、発注者と受注者が協議の上定める。 

(３) 日常業務として、清掃、施設（遊具を含む。）点検等を行い、事故防止に努めるこ

と。なお、事故発生時は、直ちに発注者へ報告し善後策を講じること。 

(４) 施設、設備及び備品の使用に当たっては、善良なる管理者の注意をもって管理する

こと。なお、受注者の責めによらない施設等の不備又は不具合が明らかになった場合

は、速やかに発注者へ報告し、協議すること。 

(５) 受注者の故意、過失、管理不行届き等の理由による施設、設備、備品の汚損及び破

損した時は、直ちに原状回復し、その損害を賠償しなければならない。なお、この場

合の費用は、受注者が負担すること。ただし、発注者が特別な事情があると認めた時

は、この限りではない。 

 

１１ 保育料の徴収 

(１) 保育料は、発注者が利用者から直接徴収するものとする。 

(２) 保育料に含まれない諸経費が発生した場合は、受注者が利用者から実費相当額を



直接徴収すること。なお、内容及び金額については、事前に発注者と協議すること。 

(３) 受注者が利用者から直接徴収する金銭については、出納に関する簿冊を備え、管理

を行うこと。なお、発注者からの申し出があった場合は、速やかに報告すること。 

 

１２ 業務の負担区分 

(１) 業務の負担区分は、別表１のとおりとする。 

(２) 双方で負担する項目及び負担区分に定めのない項目は、別途協議する。 

 

１３ 費用の負担区分 

(１) 費用の負担区分は、別表２のとおりとする。 

(２) 負担区分に定めのない項目は、別途協議する。 

 

１４ 旧受注者からの引継ぎ 

(１) 令和９年４月１日から当該業務を支障なく開始できるよう、履行期間開始前に引

継期間（３箇月以内において、別途協議する。）を設け、旧受注者からの引継ぎに対

応すること。ただし、業務準備期間に発生する費用は、本契約の受注者が負担するこ

と。 

(２) 受注者は、旧受注者からの引継ぎとして、利用者等へ運営受注者変更の通知を行う

こと。通知方法等については、発注者と協議の上、適宜実施すること。 

 

１５ 新受注者への引継ぎ 

(１) 受注者は、契約が終了することとなった場合（履行期間満了又は契約解除により契

約終了となる場合を含む。）は、受注者の責任において、本契約期間内に引継期間（３

箇月以内において、別途協議する。）を設け、新受注者が業務遂行を図れるよう引継

ぎを行わなければならない。 

(２) 受注者は、発注者が引継ぎ未完了と認めた場合は、本契約期間終了後であっても、

無償で引継ぎを行わなければならない。 

 

１６ 委託料 

(１) 委託料は、保育経費、食材費及びその他諸経費の合計額とし、発注者は各月末締め

をもって月ごとに支払う。 

(２) 受注者は、次の各号に基づいて委託料を算出するとともに、発注者の指示する手 

続きに従い、毎月委託料を請求すること。なお、積算根拠となる月間の利用状況等に

ついては、毎月発注者の指定する期日までに報告すること。 

ア 保育経費は、保育従事者の人件費並びに保育に必要な消耗品、衛生用品、保育材料

及び行事に係る費用等保育の実施に直接必要となる経費の合計額とする。 



イ 基本保育に係る人件費のうち、0～2 歳児対応分については、原則として契約書第

４項第１号に定める単価に４を乗じて計算する。 

ただし、基本保育に係る保育従事者の月間出勤日数の合計が、月間開所日数に３を

乗じた日数未満であった場合は、契約書第４項第１号に定める単価に３を乗じて計

算する。 

  また、以下の方法で算出された基本保育に係る必要保育従事者数が４人以上とな

る場合は、0～2 歳児対応分は、契約書第４項第１号に定める単価に４人以上となっ

た日数を乗じた額を月間開所日数で除して得た額（１円未満の端数は切捨て）を加算

するものとする。 

 【算出方法】 

年齢区分ごとに保育士数を算出し、小数点第２位以下を切捨て、合算後に小数点

以下を四捨五入する。 

0歳児×1/3 …① 

1歳児×1/6 …② 

2歳児×1/6 …③ 

① ＋ ② ＋ ③ ＝ 必要保育従事者数（小数点第１位四捨五入） 

 

ウ 基本保育に係る人件費のうち、3～5 歳児対応分については、契約書第４項第１号

に定める単価に次の表の各年齢の利用状況（①～⑦）に対応した算出用人数を乗じて

計算する。 
 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

3歳児 2人以上※ × × 〇 〇 × 〇 

4歳児 × 〇 × 〇 × 〇 〇 

5歳児 × × 〇 × 〇 〇 〇 

算出用人数 0.5 0.5 0.5 1 1 1 1.5 

〇…利用あり、×…利用なし 

※3～5 歳児対応分で、3 歳児 1 人のみの場合は、算出用人数 0 人とする。 
 

エ 延長保育に係る人件費は、契約書第４項第２号に定める単価に実績日数を乗じて

得た額とする。 

オ 人件費以外の保育経費は、契約書第４項第３号に定める金額とする。 

カ 食材費は、契約書第４項第４号に定める単価に月ごとの実績食数を乗じて得た額

とする。 

キ その他諸経費は、院内保育所の管理運営に必要な経費のうち、保育経費及び食材費

並びに発注者が直接負担すべき費用を除く経費とし、その金額は契約書第４項第５

号に定める額とする。 

ク 履行期間中に児童福祉施設基準の変更、又は入所定員の変更があった場合は、基本

小数点第 1位まで計算 

（小数点第２位以下切捨て） 



保育に係る人件費について、双方が協議の上、変更契約の書面を作成して変更するこ

とができる。 

 

１７ その他 

(１) 発注者からの申し出に対し、誠実に対応すること。 

(２) 保育実施日、保育時間、保育内容等に関する要望が提出された場合は、発注者と協 

議し柔軟に対応すること。 

(３) 利用者からの要望は、速やかに発注者に報告し、善後策を検討すること。 

(４) 従事者及び８（４）に規定する栄養士については、職員の駐車場使用に関する取扱

要領第２条第７号の規定を適用する。 

(５) この仕様書に記載のない事項は、双方が協議の上、定めるものとする。 

  



別表１ 業務の負担区分 

 

No. 項  目 当 局 受注者 

１ 認可外保育施設に対する指導監督 ○ ○ 

２ 入所案内等の作成 △ ○ 

３ 入退所の手続き △ ○ 

４ 入所の決定事務 ○  

５ 利用実績の統計資料等の作成  ○ 

６ 保育料の徴収 ○  

７ 保育料に含まれない諸経費の徴収  ○ 

８ 従事者の雇用  ○ 

９ 保育内容の調整  ○ 

１０ 従事者の労務管理  ○ 

１１ 保育日誌、事業報告書等の作成  ○ 

１２ 
給食、おやつ、ミルク等の材料調達、購入、献立表

の作成、調理、提供 
 ○ 

１３ 食器の洗浄・保管  ○ 

１４ 安全衛生管理  ○ 

１５ 施設の維持管理（保守点検及び法定点検の管理） ○  

１６ 
施設の維持管理（日常の施設管理及び清掃） 

※園庭の草抜き作業も含む。 
 ○ 

１７ 施設、設備の改修、修繕等 ○  

１８ 遊具及び備品の購入 ○  

１９ 消耗品の購入  ○ 

２０ 保育材料の購入  ○ 

２１ 保育に関する賠償責任保険等への加入  ○ 

２２ 保護者会の開催 △ ○ 

２３ 保育に関する苦情等の対応  ○ 

備考 ○…必ず対応するもの、△…補助的なもの 

  



別表２ 費用の負担区分 

 

No. 項  目 当 局 受注者 

１ 光熱水費及び燃料費 ○  

２ 遊具及び備品の購入 ○  

３ 施設、設備の修繕等の維持管理費 ○  

４ 備品類の修繕等の維持管理費 ○  

５ 電話代及び通信運搬費  ○ 

６ 
保育に必要な消耗品、衛生用品、保育材料、行事

に要する費用等 
 ○ 

７ 給食、おやつ、ミルク等の材料費  ○ 

８ 入所児童の健康診断に要する費用 ○  

９ 従事員の健康診断等に要する費用  ○ 

１０ 事務用品等の消耗品に要する費用  ○ 

１１ 従事員の研修及び教育に要する費用  ○ 

１２ 保育に関する賠償責任保険等に要する費用  ○ 

  備考 通信運搬費のうち、固定電話１台分の費用については当局が負担する。  

 


